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◆パワハラ法整備へ 

昨今、マスコミでもり上げられることが多い職場の

「パワハラ」問題。パワハラ防止策に取り組むことを

企業に義務付ける労働施策総合推進法の改正案が、5

月 29 日の参議院本会議で可決成立しました。義務化の

時期は、早ければ大企業で 2020 年 4 月、中小企業で

2022 年 4 月になる見込です。 

 

◆ミドルの８割以上がパワハラを受けたことがある 

エン・ジャパン株式会社が、転職サイト『ミドルの

転職』上で 35 歳以上のユーザーを対象に実施した「パ

ワーハラスメント」に関するアンケートによると（回

答：2,911 名、調査期間：2018 年 12 月 28 日 ～ 2019

年 1 月 31 日）、「パワハラを受けたことがある」との

回答が８割にも上っているそうです。実際にパワハラ

に当たるか否かの判断は難しいところですし、程度も

様々であると考えられますが、「パワハラを受けた」

と認識している人が８割もいるというのは見逃せない

数字でしょう。 

 

◆「精神的な攻撃」、「被害を受けた相手は同性・年

上の社員」が最多 

同調査では、パワハラ被害の内容としては、「精神

的な攻撃（公の場での叱責、侮辱、脅迫）」（66％）

が最多となっており、次いで「過大な要求（不要・不

可能な業務の強制、仕事の妨害）」、「人間関係から

の切り離し（隔離、無視、仲間はずれ）」が続いてい

ます。また、被害を受けた相手として最も多かったの

は「同性・年上の社員」（75％）で、男女別では、女

性は男性に比べ、「異性・年上の社員」（40％）が多

く挙がっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆より一層求められる企業対策 

株式会社アドバンテッジ リスク マネジメントが、

企業・団体の担当者にハラスメントに対する取組みに

ついて実施した調査によると、パワハラにおける対策

を「実施している」との回答は全体の８割弱となって

います。しかし、企業規模別の差は大きく、50 人未満

の企業についていえば、７割近くが「実施していない」

と答えています。 

パワハラ被害を受けた場合、解決策として「退職」

を選ぶ人が多いそうです。人手不足の状況が続く中、

離職者が増えることは企業にとって大きなリスクとな

ります。今後は、企業にも一層の対策が求められてく

ることでしょう。 

【ミドルに聞く「パワハラ」実態調査～エン・ジャパン】 

https://corp.en-japan.com/newsrelease/2019/16367.html 

 

 

 

 

◆最近のビジネスパーソンに多い「６月病」 

 新しい環境に適応しようと心身に緊張からくるスト

レスが溜まり、不調を感じる人が増えることは、いわ

ゆる「５月病」として有名です。 

しかし近年、ビジネスパーソンには学生とは時期が

ずれて同じような不調を感じる人が増え、「６月病」と

いわれています。新入社員に限らず、異動があった社

員にも見られ、梅雨を迎える不安定な気候もあって不

調を感じやすいようです。 

 

◆不調が出るのは正常な反応 

 従業員に元気がなかったり、遅刻や欠勤が増えたり

すると心配になりますが、精神科産業医の吉野聡医師

によれば、異文化に対する最初の適用反応として「頑

張ろう！」とテンションを高めに保ち対処しようとす 

防止策義務化へ！ 

企業のパワハラの実態は？ 
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る「躁的防衛」があり、その反動が心身の不調となっ

て表れるということです。疲れが出るのは当然のこと

と、泰然とした対応がよいそうです。 

 

◆誤った対処法に注意 

 不調への対処法は、気分転換をしてリフレッシュを

したりたっぷり睡眠をとってリラックスしたりと様々

ですが、次のように逆効果になってしまうものもあり

ます。また不規則な生活は悪化の原因ともなりますの

で、さりげなく注意を促してあげるのもよいでしょう。 

・休日に寝だめをする 

→体内時計のリズムが狂うと引きずってしまうので、

平日より 2時間程度の寝坊にとどめる 

・天気が悪くても出かける 

→低気圧になると空気中の酸素量が減り疲労を感じ

やすくなるので、出かけるなら晴れた日がよい 

・お酒を飲む 

→アルコールは一時的に気分を高揚させるが疲労そ

のものは回復しないので、摂り過ぎないようにする 

 

◆長引く場合は産業医に相談も 

 上記の吉野医師によれば、２週間ほどでだんだん回

復する様子であれば正常な防衛機制ですが、それより

長引く場合は病的なことを心配するべきで、この時点

で産業医に相談するのがよいようです。 

 不調が見られたからと過敏に反応し過ぎず、しっか

り観察しながら待ってあげましょう。 

 

 

 

４月１日から、10 日以上の有給休暇が付与されるす

べての労働者に対して「年５日の有給休暇の取得義務

化」が始まりました。エン・ジャパン株式会社は、同

社の人事向け総合情報サイト「人事のミカタ」上で、

２月から３月にかけて、「有給休暇の取得義務化」につ

いてアンケート調査を行いました。その概要は以下の

とおりです。 

 

◆有給休暇の取得義務化の認知度は９割以上。４社に

１社が義務化に否定的 

有給休暇の取得義務化の認知度を伺うと、96％が「知

っている」（内容も含めて知っている：63％、概要を知 

 

っている：33％）と回答しました。 

有給休暇の取得義務化についての印象を伺うと、「良

いと思う」が 73％（非常に良いと思う：23％、まあ良

いと思う：50％）、「良くないと思う」が 26％（あまり

良いと思わない：21％、良くないと思う：5％）と、４

社に１社が否定的に感じていることがわかりました。 

 

◆７割が「有給休暇の取得を促進している」と回答 

業種は「金融」「商社」「IT」、 

一方、促進していないのは「広告」「流通」「不動産」 

「現在、有給取得を促進していますか？」には、「促

進している」が 70％でした。取得を促進している業種

トップ３は「金融・コンサル関連」（100％）、「商社」

（79％）、「IT・情報処理・インターネット関連」（77％）

でした。一方、取得を促進していないのは「広告・出

版・マスコミ関連」（36％）、「流通・小売関連」（34％）、

「不動産・建設関連」（27％）でした。また、企業規模

別では他に比べ、「100～299 名」（28％）が目立ちまし

た。 

有給取得を促進する理由は、「社員の満足度向上のた

め」（67％）が最多。「有給取得の義務化の法に準拠す

るため」（42％）は第 3位でした。 

 

◆有給休暇の取得義務化への課題は、「人手不足」「業

務の偏り」 

有給の取得義務化にあたり、難しい点や課題を伺う

と、「人員不足」（65％）、「業務量が人に偏っている」

（60％）が多く回答されました。人手不足や業務過多

の状況にある企業は、義務化への対応を不安視してい

るようです。 

また「有給休暇の取得義務化に、どう対応しますか？」

と伺うと、多くが「有給休暇の計画的取得」（83％）、

「有給休暇取得のための周知・啓発」（81％）と回答し

ました。 

 

会社によっては人員に余裕がなく、もともと有給休

暇を取りづらい場合があるでしょう。今回の有給休暇

の取得義務化は画期的ですが、そのためにサービス残

業や仕事の持ち帰りが増えては意味がありません。会

社ごとに業務の見直しを行ったり、各人が労働生産性

を意識した行動をとったりすることが大事ではないで

しょうか。 

「有給休暇の取得義務化」 

企業の反応は？ 
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【エン・ジャパン「有給休暇の取得義務化」実態調査】 

https://corp.en-japan.com/newsrelease/2019/17179.html 

 

 

◆ソフトバンクの動向 

ソフトバンク株式会社は、以前から健康経営への取

組みの一環として、喫煙率の低下を目指して毎月 22 日

を「禁煙の日」として禁煙を呼びかけていました。４

月からはさらに、受動喫煙の防止や健康増進を目的に、

就業時間中の喫煙を禁止することを発表しました。外

出中も対象だとのことです。まずは毎月最終金曜日（プ

レミアムフライデー）から実施し、10 月以降は毎週水

曜日も対象日に追加し、2020 年４月からは全面禁煙と

するとのことです。 

 

◆法令改正 

厚生労働省は、職業安定法施行規則を改正し、企業

に対して、どのような受動喫煙対策を講じているかに

ついて、募集や求人申込みの際に明示する義務を課す

こととしました。禁煙場所が「敷地内」なのか「屋内」

なのかどうかや、喫煙室の有無などについて明記する

ことを想定しているとのことです。 

昨年成立した改正健康増進法（多くの人が集まる建

物内を罰則付きで原則禁煙とする）が全面施行される

2020 年４月から適用されます。求人時には賃金や労働

時間などの労働条件のほかに、受動喫煙対策も明示し

なければならないことになります。 

 

◆企業の対応は 

ＪＴの調査によると、全年齢層において喫煙率は減

少傾向にあり、男性の平均で３割以下、女性では 8.7％

にまで低下しています（平成 30 年度）。タバコが要因

となった訴訟も度々起きており、スメハラ・スモハラ

等のハラスメントに敏感な社会の風潮もあります。 

就業時間中に喫煙のために離席した時間分の賃金を

控除するというような思い切った会社もあるようです

が、現実的には、職場の禁煙化・受動喫煙対策はソフ

トバンクのように徐々に進めることになるでしょう。 

受動喫煙防止対策を推進することを目的として、中

小企業事業主が喫煙室の設置等をする場合に受給でき

る助成金などもあります。飲食店でも、禁煙化したこ

とによる売上への影響は「特に変化がなかった」が60％ 

 

以上、「売上増」が 12％との調査結果（クックビズ株

式会社）がありますから、職場の全面禁煙化などを行

うための社会的環境は整ったといえるでしょう。 

 

 

3 日 

○ 労働保険の年度更新手続の開始＜7 月 10 日まで＞

［労働基準監督署］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付 

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降に

採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出＜前月以降に

一括有期事業を開始している場合＞ 

［労働基準監督署］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付 

［郵便局または銀行］ 

7 月 1 日 

○ 個人の道府県民税・市町村民税の納付＜第 1 期分

＞［郵便局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事務所］  

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状況報告

書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険者でな

い場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

雇入時及び毎年一回 

○ 健康診断個人票［事業場］ 

 

 

6 月になりました。そろそろ労働保険年度更新の書類

がお手元に届いているかと思います。忘れずにご準備

をお願いします。 

さて、6月 14 日に労働実務勉強会を開催します。同

一労働同一賃金の解説や、税理士の先生を招いて事業

承継についてのポイントなどをお話しいただきます。

詳しくは弊所 HP をご覧ください。 

今月も最後までお読みいただき、有り難うござい  

ました。（R.O） 

求人時に「受動喫煙防止策」の明示義務 
6 月の税務と労務の手続［提出先・納付先］ 

編集後記 
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